
連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い(その 1)（案）に対するコ
メント 
 

朝日監査法人 波多野 直子 
 
 
１． Ｑ２について 
 
連結納税会社の個別財務諸表における税効果会計の適用における住民税等に係る繰延税金

資産についての回収可能性の判断基準について、住民税が連結法人に係る法人税割の課税

標準は個別帰属法人税割とされているので、法人税等に係る繰延税金資産の回収可能性の

判断基準とは異なる取扱いが必要となる点もあるかと思われます。よって、住民税等に係

る繰延税金資産の回収可能性についての取扱いが必要であると思われます。 
 
２． Ｑ3について 
 
簡便的に、投資その他の資産として表示される繰延税金資産又は固定負債として表示され

る繰延税金負債について、また、流動資産として表示される繰延税金資産について、一律

に付加税率を含まない税率で計算できるとされています。税効果会計基準では、繰延税金

資産及び繰延税金負債の流動固定区分については関連する資産・負債の分類に基づいて区

分するのが原則であり、特定の資産・負債に関連しないものはワン・イヤー・ルールによ

るとされています。よって、固定区分であっても、1年内に実現する将来減算一時差異に係
るものがあり、その影響が大きい場合はこの簡便法によることは問題があると思われます

ので、付加税率の影響に関しての簡便的な方法として貸借対照表上の流動・固定区分によ

る方法でよいか検討していただきたいと思います。 
 
 
３． Ｑ５について 
 
連結納税会社間において資産の譲渡を行った会社や当該資産を譲受した会社が連結納税主

体から離脱する場合の未実現損益の税効果会計における取扱いを明示していただきたいと

思います。 
 
 
４． Ｑ11の中の語句について 
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監査委員会報告第 52号が平成 14年 7月 3日に改正されているため、Ｑ11の「剰余金基準」
は「利益剰余金基準」に変更された方がよいかと思います。 
 
 
5．Ｑ14について 
 
中間連結財務諸表で簡便法を適用する場合、連結納税制度を適用している場合の見積実効

税率の算出方法や各連結納税会社の個別財務諸表における連結法人税に係る未収入金又は

未払金の整合性の取扱いなど簡便法を適用する場合の注意点について具体的な記載をして

いただきたいと思います。 
 
 
 
 

以上 
 


